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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像情報に基づいて表面に静電潜像が形成される像担持体と、
　前記静電潜像を現像剤にて現像する手段であって、回転可能な現像剤担持体及び該現像
剤担持体に担持された現像剤量を規制する現像剤規制部材が備えられた現像手段と、
　前記現像剤担持体に電圧を印加する第１の電圧印加手段と、
　前記現像剤規制部材に電圧を印加する第２の電圧印加手段と、
　前記第１の電圧印加手段と前記第２の電圧印加手段の動作を制御する制御手段と、
を有し、
　前記現像剤は、トナー粒子と、該トナー粒子の帯電極性と同極性の補助粒子と、該トナ
ー粒子の帯電極性と逆極性の補助粒子と、を含み、
　前記現像剤規制部材は、一端が固定端で他端が自由端となり、かつ、前記現像剤担持体
との当接部が前記固定端と前記自由端との間の領域に存在するように設けられ、
　前記制御手段は、前記現像剤担持体の回転中における前記現像剤担持体と前記現像剤規
制部材の電位関係が、画像形成時において同電位であり、該画像形成時よりも後の非画像
形成時において前記同極性の補助粒子が前記現像剤規制部材から前記現像剤担持体に向か
うような前記電位差を有するように、前記第１の電圧印加手段又は前記第２の電圧印加手
段を制御し、且つ、前記非画像形成時の前記電位差の絶対値が、前記画像形成時の画像情
報から算出される印字率が第１値の時の電位差の絶対値よりも、前記印字率が前記第１値
よりも大きい第２値の時の電位差の絶対値の方が小さくなるように、前記電位差を制御す
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ることを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　画像情報に基づいて表面に静電潜像が形成される像担持体と、
　前記静電潜像を現像剤にて可視像化する手段であって、回転可能な現像剤担持体及び該
現像剤担持体に担持された現像剤量を規制する現像剤規制部材が備えられた現像手段と、
　前記現像剤担持体及び前記現像剤規制部材の両方に電圧を印加する単一電圧印加手段と
、
　前記現像剤規制部材に印加される電圧の遅延制御を行う遅延制御手段と、を備え、
　前記現像剤は、トナー粒子と、該トナー粒子の帯電極性と同極性の補助粒子と、該トナ
ー粒子の帯電極性と逆極性の補助粒子と、を含み、
　前記現像剤規制部材は、一端が固定端で他端が自由端となり、かつ、前記現像剤担持体
との当接部が前記固定端と前記自由端との間の領域に存在するように設けられ、
　前記遅延制御手段は、前記現像剤担持体の回転中における前記現像剤担持体と前記現像
剤規制部材の電位関係が、画像形成時において同電位であり、該画像形成時よりも後の非
画像形成時において、前記電圧印加手段による印加電圧を変化させ、該印加電圧の変化に
よる前記現像剤規制部材の電圧変動を遅延制御して、前記現像剤担持体と前記現像剤規制
部材との間に前記同極性の補助粒子が前記現像剤規制部材から前記現像剤担持体に向かう
ような電位差を生じさせ、且つ、前記非画像形成時の前記電位差の絶対値が、前記画像形
成時の画像情報から算出される印字率が第１値の時の電位差の絶対値よりも、前記印字率
が前記第１値よりも大きい第２値の時の電位差の絶対値の方が小さくなるように、前記電
位差を制御することを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　前記遅延制御手段は、前記現像剤担持体の回転中であって前記現像手段による画像形成
が行われていない非画像形成時において、前記電圧印加手段による印加電圧を画像形成時
と比べて現像剤の帯電極性と同極性側に大きくなるようにインパルス的に変化させるもの
であることを特徴とする請求項２の画像形成装置。
【請求項４】
　前記電位差は、６０Ｖ～５００Ｖであることを特徴とする請求項１、２又は３に記載の
画像形成装置。
【請求項５】
　更に、前記現像手段を用いた画像形成枚数に応じて前記電位差が制御されることを特徴
とする請求項１、２又は３の画像形成装置。
【請求項６】
　前記非画像形成時は、画像形成時以外であって且つ前記現像剤担持体が回転している時
間であり、前記画像形成時は、前記現像手段が画像形成物として記録媒体上に転写される
画像に対応する前記静電潜像を現像している時間であることを特徴とする請求項１～５の
いずれかの項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば複写機あるいはプリンタ等とされる電子写真方式或いは静電記録方式
を用いた画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真方式或いは静電記録方式を用いて、像担持体を一様に帯電して、外部情
報からの画像情報に基づいて、その帯電面の電位を変更して静電潜像を形成し、現像剤を
用いて、その静電潜像を現像し、記録媒体に転写し、それを定着する画像形成工程を実行
する画像形成装置としては、例えば、図１１に示す構成のものが知られている。
【０００３】
　この例では、像担持体として感光ドラム１００を用いて電子写真方式の画像形成工程が
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実行される。感光ドラム１００とは、例えばアルミニウム製の円筒基体の表面に感光材料
層（例えば有機感光材料層）を形成したものであり、回転駆動される。感光ドラム１００
の周囲には、回転方向上流側から順に、帯電手段である帯電ローラ１０１、潜像を形成す
る手段である露光手段である不図示のレーザビーム走査光学系、現像手段としての現像器
１０２、転写手段としての転写ローラ１１１、クリーニング手段としてのクリーナ１０９
が配置される。
【０００４】
　帯電ローラ１０１にて感光ドラム１００上を均一に帯電した後、レーザビーム走査光に
より静電潜像を感光ドラム１００上に形成する。そして、静電潜像に応じて現像器１０２
中のトナー（現像剤）により可視像化（現像）する。
【０００５】
　記録媒体即ち転写紙Ｐは、不図示の給紙口から可視像（トナー像）の形成と同期を取っ
て給紙され、感光ドラム１００と転写ローラ１１１との略当接部で可視像（トナー像）の
転写を受け、転写紙Ｐ上の画像は定着器１１０で溶融定着され、画像形成物として装置外
に排出される。
【０００６】
　こうした画像形成動作を実行する画像形成装置において、現像手段である現像器１０２
は、現像剤担持体としての現像ローラ１０３、現像ローラ１０３に非磁性一成分トナー（
負極性）を供給する供給ローラ１０５、供給ローラ１０５近傍に容器中のトナーを搬送す
る撹拌部材１０６、現像ローラ１０３上のトナー量を規制する現像剤規制部材としての現
像ブレード１０４等を有して構成される。
【０００７】
　ここで、現像ローラ１０３は感光ドラム１００と当接するため弾性体で形成される。又
、現像ブレード１０４は金属薄板のバネ弾性を利用して現像ローラ１０３に軽圧接触され
る。そして、現像ローラ１０３には、トナーを現像ローラ１０３から感光ドラム１００側
へ転移させるために、現像バイアス電源１０７により所定電位となるように現像バイアス
が印加される。
【０００８】
　そして、ここでは、特許文献１や特許文献２に記載された画像形成装置のように、現像
剤規制部材である現像ブレード１０４にトナーの帯電量を安定化させるために、ブレード
バイアス電源１０８が接続され、所定電位となるようにブレードバイアスが印加される。
ブレードバイアス電源１０８は、現像バイアス電源１０７と同電位を供給するもの、各々
異なる電位を供給するもの等、各種ある。
【０００９】
　上記のように従来例の画像形成装置においては、現像ローラ１０３と現像ブレード１０
４それぞれに固定のＤＣバイアスを印加することで、トナーへの帯電性付与もしくはトナ
ーコート等の安定化を図っていた。
【００１０】
　しかしながら、このような画像形成装置では、トナー飛散や反転トナーの現像ブレード
１０４への固着、現像ブレード１０４へのトナー融着を防止しつつ、トナーコートを安定
させることは困難であった。
【００１１】
　例えば、上記従来例にて示した画像形成動作を行ったところ、以下に示す不具合が見ら
れた。
【００１２】
　第１の不都合としては、上記従来例にて現像バイアス電源１０７とブレードバイアス電
源１０８を同電位とした場合に、約１０００枚程の画像形成後において中間調の画像に縦
スジ状の濃度ムラが発生した。これは、現像ブレード１０４を通過した現像ローラ１０３
上にも現れていた。
【００１３】
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　このときの現像ブレード１０４を観察した結果、現像ブレード１０４における、現像ブ
レード１０４と現像ローラ１０３の当接部近傍且つ固定端側のａ部に、トナーの融着塊が
発生していた。トナーの融着塊がある部分は、トナーの流れがせき止められるため現像ロ
ーラ１０３上のトナー量は薄くなり、画像上で縦スジ状の濃度ムラを発生させていた。こ
の縦すじ状の濃度ムラが発生する現象は、下記に図１２のトナー融着状態を示す概略図を
用いて説明するように、ここで現像剤として使用されている非磁性一成分トナーに含まれ
る外添剤Ｇ１、Ｇ２が現像ブレード１０４に融着することから発生する。
【００１４】
　負極性を有する非磁性一成分トナーＴは、トナー粒子と補助粒子としての外添剤から構
成されている。現像ローラ１０３に担持されるトナーは負極性であり、通常環境において
は、現像ブレード１０４を通過した現像ローラ１０３上に担持されたトナー層は、約－２
０～－５０Ｖ程度の電位を有する（トレック社製　表面電位計ｍｏｄｅｌ３３４にて測定
）。現像ローラ１０３と現像ブレード１０４の当接部ｃでは、トナーによって現像ブレー
ド１０４の表面が常に摺擦されるため、外添剤の付着は発生しにくい。
【００１５】
　しかし、上記ａ部は現像ローラ１０３回転方向で現像ローラ１０３と現像ブレード１０
４の当接部ｃより下流側であるので、ａ部では、トナー層が現像ブレード１０３表面から
徐々に離れていくため、電位勾配が発生することとなる。即ち、現像ローラ１０３と現像
ブレード１０４の表面電位が同電位であったとしても、現像ローラ１０３上に担持されて
いる負極性に帯電されたトナー層が電位を有するため、トナー層の最表面のほうが現像ブ
レード１０４より負極性に大きくなる。
【００１６】
　従って、トナー層の最表面のトナーに付着している負極性の外添剤Ｇ１がトナー表面か
ら離脱して現像ブレード１０４表面ａ部に付着することとなる。現像ブレード１０４表面
ａ部に付着する外添剤Ｇ１が画像形成をすすめるうちに除々に増加していき、付着した外
添剤により見かけ現像ブレード１０４の表面が粗されたようになる。
【００１７】
　このため、粗れた表面にトナーが捕獲され、トナー層によって摺擦されることで摩擦熱
により溶融し、トナーの融着塊が発生するものと考えられる。
【００１８】
　そこで、特許文献２に示されるように、例えば現像ローラ１０３には現像バイアス電源
１０７から－３００Ｖの電圧が供給され、現像ブレード１０４にはブレードバイアス電源
１０８から－４００Ｖが供給されると、現像ローラ１０３と現像ブレード１０４間には常
時約１００Ｖの電位差が生じることとなる。このことによって、現像ローラ１０３上のト
ナー層による電荷を加味してもトナー層表面からの負極性の外添剤Ｇ１のトナー表面から
の離脱を抑制することは可能である。
【００１９】
　しかしながら、このように電位差を設けた場合、以下に説明する第２の不具合が生じた
。
【００２０】
　例えば、連続して、ほぼべた画像に近い高印字率の画像を出力した場合に、つまり大量
のトナーが現像ローラ１０３と現像ブレード１０４との間を通過するような画像形成にお
いて、ベタ画像の濃度低下及び縦スジが発生した。これは、現像ブレード１０４を通過し
た現像ローラ１０３上にも現れていた。
【００２１】
　ここで印字率とは、印字可能領域に対するトナーを転写紙Ｐ上に付着させようとする領
域の割合をいう。更に印字可能領域とは転写される転写紙Ｐの全領域から先後端及び左右
の余白領域（マージン）を除いた領域をいう。トナーを転写紙Ｐ上に付着させようとする
領域は、露光手段の発光した領域により決定される。しかし、トナーを転写紙Ｐ上に付着
させようとする領域は、感光ドラム１００の露光された部分にトナーを供給して顕像化す
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る所謂反転現像と、未露光部にトナーを供給して顕像化する所謂正規現像とでは異なる。
【００２２】
　反転現像では、露光手段の発光がない場合は印字率は０％となり、印字可能領域の全て
が露光されると印字率は１００％となる。逆に正規現像では、露光手段の発光がない場合
は印字率は１００％となり、印字可能領域の全てが露光されると印字率は０％となる。
【００２３】
　以下、本願では反転現像で説明する。
【００２４】
　反転現像では上記のようにトナーを転写紙Ｐ上に付着させようとする領域は、露光手段
の発光により制御される。この露光手段の発光は画像信号によって決定される。従って、
印字率は画像信号の発光信号のピクセル数（画素数）を計数することにより求められる。
【００２５】
　ここで、印字率の高い画像を出力した場合の縦スジの発生の原因を解明すべく現像ブレ
ード１０４を観察した結果、現像ブレード１０４における現像ブレード１０４と現像ロー
ラ１０３の当接部ｃ近傍で且つ自由端側のｂ部に、トナーが一面に付着していた。トナー
の付着は溶融してはいないが、エアーブラシにてエアーを吹き付けても吹き飛ばない程度
に固着していた。
【００２６】
　ｂ部のトナーの固着によりトナーの流れがせき止められるため、現像ローラ１０３上の
トナー量は薄くなり、画像上で縦スジ状の濃度ムラを発生させていた。
【００２７】
　常時現像ローラ１０３（－３００Ｖ）と現像ブレード１０４（－４００Ｖ）の電位を印
加した場合について具体的に説明する。
【００２８】
　供給ローラ１０５によって摩擦帯電されたトナーが現像ローラ１０３と現像ブレード１
０４との当接部前（ｂ部近傍）に到達すると、トナー層中に混ざっている反転トナー（正
極性に帯電したトナー）が電位差の影響により現像ブレード１０４表面のｂ部に引きつけ
られることになる。特に、現像ローラ１０３と現像ブレード１０４の電位差を大きくして
いく程、反転トナーを引きつけるため、現像ブレード１０４のｂ部のトナー固着がひどく
なる。
【００２９】
　トナー固着が増加していくと、現像ローラ１０３と現像ブレード１０４との当接部前の
ｂ部近傍に侵入してくるトナー量がせき止められるため、トナー層の減少となる。その結
果、ベタ画像の濃度低下となってしまった。更に、長手方向で現像ブレード１０４のｂ部
に付着するトナー固着量が異なるため、濃度低下に加えて縦スジが発生することになる。
【００３０】
　更に、ベタ画像や高印字率の画像を数十枚以上連続して出力した場合には、トナー固着
はより早く生成される。これは、高印字率の画像を連続出力すると、トナーのトリボが低
くなり、トナー層によって作られる表面電位が低くなるためである。
【００３１】
　そして、更に、特に、新品現像器の印字開始から数百枚程度のものには更に顕著に発生
した。これは、新品現像器中のトナーは、外添剤がトナーに強固に付着していない状態で
あり、トナー表面から遊離しやすいため、現像ローラ１０３と現像ブレード１０４間の電
界に追随しやすいためである。
【００３２】
　この現象は、トナーの補助粒子として負極性の外添剤Ｇ１に加えて正極性の外添剤Ｇ２
を混在させた場合には、特に顕著に発生することとなる。この現象は、正極性外添剤が先
に現像ブレード１０４自由端先端に付着し、付着した外添剤がトナーをトラップするため
に生じると考えられる。正極性外添剤Ｇ２は帯電性の安定化、トナーの流動性の調節等に
トナー粒子及び負極性外添剤に加えて追加される場合がある。この正極性外添剤Ｇ２は上
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記反転トナーと同様の動きをすることから、現像ブレード１０４の自由端先端であるｂ部
に付着することとなる。固着した正極性外添剤Ｇ２は上記同様、濃度低下及び縦スジを発
生させることになる。
【００３３】
　又、現像ブレード１０４に印加する電圧についても、使用する環境によってトナー層の
表面電位が変化するため、細かな制御が必要となる。特にトナー層の表面電位は、低湿環
境では高くなり、高湿環境では低くなる傾向にあるためである。
【特許文献１】特開平０３－１２５１６９号公報
【特許文献２】特開平０５－０１１５９９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３４】
　本発明の目的は、回転可能な現像剤担持体及び現像剤担持体に担持された現像剤量を規
制する現像剤規制部材が備えられた現像手段を備え、該現像手段において、現像剤規制部
材への現像剤の固着及び融着を防止し、特に高印字率の画像を連続出力した場合において
もトナーの固着を防止することで画像の濃度低下及び縦スジを防ぎ、長期にわたって安定
した画像形成を行うことの可能な画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００３５】
　上記目的は本発明に係る画像形成装置にて達成される。要約すれば、第１の本発明は、
画像情報に基づいて表面に静電潜像が形成される像担持体と、
　前記静電潜像を現像剤にて現像する手段であって、回転可能な現像剤担持体及び該現像
剤担持体に担持された現像剤量を規制する現像剤規制部材が備えられた現像手段と、
　前記現像剤担持体に電圧を印加する第１の電圧印加手段と、
　前記現像剤規制部材に電圧を印加する第２の電圧印加手段と、
　前記第１の電圧印加手段と前記第２の電圧印加手段の動作を制御する制御手段と、
を有し、
　前記現像剤は、トナー粒子と、該トナー粒子の帯電極性と同極性の補助粒子と、該トナ
ー粒子の帯電極性と逆極性の補助粒子と、を含み、
　前記現像剤規制部材は、一端が固定端で他端が自由端となり、かつ、前記現像剤担持体
との当接部が前記固定端と前記自由端との間の領域に存在するように設けられ、
　前記制御手段は、前記現像剤担持体の回転中における前記現像剤担持体と前記現像剤規
制部材の電位関係が、画像形成時において同電位であり、該画像形成時よりも後の非画像
形成時において前記同極性の補助粒子が前記現像剤規制部材から前記現像剤担持体に向か
うような前記電位差を有するように、前記第１の電圧印加手段又は前記第２の電圧印加手
段を制御し、且つ、前記非画像形成時の前記電位差の絶対値が、前記画像形成時の画像情
報から算出される印字率が第１値の時の電位差の絶対値よりも、前記印字率が前記第１値
よりも大きい第２値の時の電位差の絶対値の方が小さくなるように、前記電位差を制御す
ることを特徴とする画像形成装置を提供する。
【００３６】
　第２の本発明は、画像情報に基づいて表面に静電潜像が形成される像担持体と、
　前記静電潜像を現像剤にて可視像化する手段であって、回転可能な現像剤担持体及び該
現像剤担持体に担持された現像剤量を規制する現像剤規制部材が備えられた現像手段と、
　前記現像剤担持体及び前記現像剤規制部材の両方に電圧を印加する単一電圧印加手段と
、
　前記現像剤規制部材に印加される電圧の遅延制御を行う遅延制御手段と、を備え、
　前記現像剤は、トナー粒子と、該トナー粒子の帯電極性と同極性の補助粒子と、該トナ
ー粒子の帯電極性と逆極性の補助粒子と、を含み、
　前記現像剤規制部材は、一端が固定端で他端が自由端となり、かつ、前記現像剤担持体
との当接部が前記固定端と前記自由端との間の領域に存在するように設けられ、
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　前記遅延制御手段は、前記現像剤担持体の回転中における前記現像剤担持体と前記現像
剤規制部材の電位関係が、画像形成時において同電位であり、該画像形成時よりも後の非
画像形成時において、前記電圧印加手段による印加電圧を変化させ、該印加電圧の変化に
よる前記現像剤規制部材の電圧変動を遅延制御して、前記現像剤担持体と前記現像剤規制
部材との間に前記同極性の補助粒子が前記現像剤規制部材から前記現像剤担持体に向かう
ような電位差を生じさせ、且つ、前記非画像形成時の前記電位差の絶対値が、前記画像形
成時の画像情報から算出される印字率が第１値の時の電位差の絶対値よりも、前記印字率
が前記第１値よりも大きい第２値の時の電位差の絶対値の方が小さくなるように、前記電
位差を制御することを特徴とする画像形成装置を提供する。
【発明の効果】
【００３７】
　本発明の画像形成措置は、現像手段において、画像の印字率や現像剤担持体が担持する
現像剤量に関係なく現像剤規制部材への現像剤の固着および融着を防止することができる
。これにより、画像の濃度低下や縦スジなどの画像不良の発生を防ぎ、長期にわたって安
定した画像形成を行うことが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３８】
　以下、本発明に係る画像形成装置を図面に則して更に詳しく説明する。
【００３９】
　実施例１
　まず、図１により本実施例の画像形成装置について説明する。本実施例の画像形成装置
において設置された各画像形成手段の構成や、その基本動作は、従来例にて説明した図１
１に示される画像形成装置と同様であり、像担持体の被露光部に現像剤であるトナーを付
着させて可視化する反転現像系であり、負帯電トナーを担持した現像剤担持体を像担持体
に当接させて現像を行う一成分画像形成装置である。
【００４０】
　従って、本実施例においても、像担持体としての感光ドラム１は、矢印ｘ方向に回転可
能である。そして、その回転過程において、感光ドラム１は、一次帯電器である帯電ロー
ラ２により、表面が負極性に一様帯電される。そして、感光ドラム１の回転に伴って、一
様に帯電された表面は露光手段３により露光される。被露光部の電荷が消失することで、
感光ドラム１上に静電潜像が形成される。
【００４１】
　現像器４は、静電潜像の被露光部に現像剤としてのトナーを転移させ、静電潜像を可視
像化する現像手段である。用いられるトナーは非磁性一成分トナーを用いる。又、本実施
例は被露光部にトナーを転移させる所謂反転現像系である。
【００４２】
　感光ドラム１上に転移したトナーは、転写帯電器としての転写ローラ５により転写紙Ｐ
に転移される。転写されずに感光ドラム１上に残ったトナーはクリーニング手段６により
感光ドラム１上より除去される。
【００４３】
　転写紙Ｐ上のトナーは定着器７により熱溶融され、転写紙Ｐ上に溶融定着され永久画像
となり、画像形成物として装置外に排出される。
【００４４】
　そして、本実施例の画像形成装置において、現像器４は現像剤担持体としての現像ロー
ラ８、現像ローラ８にトナーを供給する供給ローラ１２、現像剤規制部材としての現像ブ
レード９、供給ローラ１２側にトナーを搬送する撹拌部材１３から構成される。
【００４５】
　現像ローラ８は駆動装置としてのモータ１５により感光ドラム１の回転方向と順方向で
ある矢印ｙ方向に回転可能である。現像ローラ８は感光ドラム１表面に当接して現像を行
う所謂接触現像であることから、現像ローラ８はゴム等の弾性を有することが望ましい。
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現像ローラ８には現像バイアス電源１０から約－３００Ｖの電圧が供給される。感光ドラ
ム１上の被露光部電位と現像バイアス電源１０から供給される電位差により現像ローラ８
上のトナーが感光ドラム１上の被露光部に転移する。
【００４６】
　一方、現像ブレード９は金属薄板から構成され、薄板のバネ弾性を利用して現像ローラ
８に接触当接される。金属薄板の材質は、ステンレス鋼、リン青銅等が使用可能であるが
、本実施例においては、厚さ０．１ｍｍのリン青銅薄板を用いた。現像ブレード９と現像
ローラ８の摺擦によりトナーは摩擦帯電されて電荷を付与されると同時に層厚規制される
。現像ブレード９には、ブレードバイアス電源１１から所定電圧が供給される。
【００４７】
　本実施例では、現像ブレード９として金属薄板を用いたが、これに限定されるものでな
く、例えば、金属薄板上に導電ゴム等をチップ形状に貼り付けたり、導電剤をコートして
もよい。
【００４８】
　つまり、本実施例の画像形成装置において、現像バイアスとブレードバイアスは、それ
ぞれ第１、第２の電圧印加手段としての電源（現像バイアス電源１０、ブレードバイアス
電源１１）を有しており、それぞれからＤＣバイアスを印加することにより、トナーへの
帯電性付与と均一なトナーコートを促進させる構成がとられている。
【００４９】
　そして、制御手段である制御装置１４が、現像ローラ８の回転駆動の制御、並びに電圧
印加手段としての現像バイアス電源１０及びブレードバイアス電源１１の電圧値等の制御
等を行うＣＰＵ及びＲＯＭを備えている。
【００５０】
　更に、画像形成装置内には、制御装置１４に連結した状態で、外部からの画像情報（画
像データ）を信号処理する信号処理回路３２、発光を示す画素信号であるレーザＯＮ信号
数等を演算していく演算回路３０と加算結果を格納するメモリ３１が設置される。ここで
、画像情報は、感光ドラム１上に形成された静電潜像を構成する個々のドットに対する情
報であり、このドットに対してレーザＯＮ信号がだされたものに対して演算回路３０がカ
ウントする。つまり、発光数をカウントする。メモリ３１には、前回の画像形成時に発光
した発光数を記憶する。
【００５１】
　反転現像系を用いていることから、画像信号のうちレーザ３のＯＮ信号の部分に相当す
る画素についてトナーが消費される。従って、信号処理回路３２によりビットマップデー
タに処理された画像信号のうち、トナーが消費される色のレーザ３のＯＮ信号を、画像情
報として加算処理していくことで、前回の画像形成時に使用されたドット数が計数される
。
【００５２】
　本実施例においては、信号処理回路３２にて処理されたビットマップデータのうちレー
ザＯＮ信号のドット数Ｖ（画素数：ＶＫ）を抽出する。抽出された結果は、制御装置１４
のＲＯＭに記憶されている所定量と演算回路３０にて比較されるとともに、メモリ３１に
格納される。
【００５３】
　上記のように、現像ローラ８と現像ブレード９とに、それぞれ現像バイアスとブレード
バイアスとして、それぞれの電源からＤＣバイアスを印加することにより、トナーへの帯
電性付与と均一なトナーコートを促進させる構成がとられた画像形成装置において、本発
明の特徴としては、現像ローラ８の回転中における現像ローラ８と現像ブレード９の電位
関係が、画像形成時には略同電位となり、非画像形成時の少なくとも一部においては所定
の電位差を有するように制御され、非画像形成時において、現像ブレード９に付着した外
添剤を除去し、現像ブレード９をリフレッシュされることが挙げられる。更に、現像ブレ
ード９をリフレッシュするバイアスを、画像形成する印字率によって制御することで、高
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印字率の画像を連続出力した場合におけるトナーの固着を防止するものである。
【００５４】
　尚、本実施例では、この印字率は、上記に記載した方法で、制御装置１４と連結した信
号処理回路３２によって外部情報が信号処理された画像信号であるレーザＯＮ信号数がメ
モリ３１に記憶されているが、このメモリ３１に記憶された、感光ドラム１上に形成され
る静電潜像を構成する全ドット数に対しての、個々のドットにおける画像信号数（レーザ
ＯＮ信号数）である。
【００５５】
　尚、本発明は、正規現像系の画像形成装置においても適用でき、その場合は、現像工程
において静電潜像の電荷が除去されない部分にトナーが付着するので、この画像信号とし
ては電荷が除去されない部分に対応するドットがカウントされることになる。それ以外に
、潜像形成方法によって、この画像信号のカウント方法はそれに適応した方法で、現像剤
が使用される量に対応した信号がカウントされるように行われる。
【００５６】
　そして、上記したように、画像信号のうちレーザＯＮ信号の部分に相当する画素につい
てトナーが消費されるので、この印字率は１枚の画像に対する現像剤の消費量に対応して
いる。つまり、印字率の高い画像は、それだけ多くのトナーが静電潜像へ移動することに
なり、広い面積において、従来例に述べた現像ブレード９に融着、固着したトナーの影響
がでる。よって、印字率に応じて、上記の現像ブレード９をリフレッシュするバイアスを
制御することで、効果が上がる。
【００５７】
　ここで、本明細書において、画像形成時とは、現像ローラ８が画像形成物としての記録
媒体である転写紙Ｐの画像形成領域（余白領域を除いた部分）に転写すべき可視像を現像
している間の時間を意味する。
【００５８】
　又、非画像形成時とは、画像形成時以外であって且つ現像ローラ８が回転している時間
、例えば転写紙Ｐの余白領域に相当する部分が現像工程に供されている時間を意味し、こ
の間、実際には可視像は形成されない、例えば、画像形成前の準備前回転時や、画像形成
終了後の準備後回転時、複数枚プリント時の転写紙Ｐと転写紙Ｐの画像形成間（紙間）の
時間、電源ＯＮ時の準備前多回転時等を意味する。
【００５９】
　ここで、上記の本実施例における本発明の特徴部分である、上記の画像形成工程におい
て実行される現像バイアス及びブレードバイアスの印加方法について、図２及び図３を用
いて説明する。
【００６０】
　図２は本実施例による画像形成動作における各画像形成手段の動作シーケンスを示すタ
イミングチャートであり、例えば、感光ドラム１と現像ローラ８が回転駆動されている時
間において、チャートを凸として示す。又、現像バイアス電源１０、ブレードバイアス電
源１１の動作に関しては、これらによって印加されるバイアスの大きさを、凸部分の高さ
で表している。ここでは、２枚を連続プリントした場合を示す。
【００６１】
　図３は、これらによるフローチャートを示す。これは各制御の工程を、実施する順にス
テップＳ１～Ｓ１１で表している。ここでは、１枚目に低印字率の画像を、２枚目に高印
字率の画像を出力した場合の画像形成動作について説明する。本実施例では、下記に説明
するように、図３に示すフローチャートによる画像形成動作に従って、バイアス制御を実
施し、その結果、図２に示されるような現像バイアス及びブレードバイアスのバイアス制
御が実施される。
【００６２】
　尚、本実施例においては、感光ドラム１と現像ローラ８が常時当接した状態であるため
、感光ドラム１の回転と現像ローラ８の回転が同期して行われる。しかし、感光ドラム１
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と現像ローラ８が常時離間している所謂非接触現像の場合や、接触現像であっても離間可
能な機構を有している場合には、感光ドラム１と現像ローラ８の回転は非同期で行っても
よい。
【００６３】
　図３のフローチャートに従って、ステップＳ１にて、不図示のパーソナルコンピュータ
等からプリント出力の要請を待つ。画像形成の要求があると、ステップＳ２にて、前回の
画像形成時の現像ブレード９と現像ローラ８間の電位差をメモリ３１から読み込む。例え
ば、電位差として５００Ｖが選択されたとする。
【００６４】
　読み込みが終了すると、ステップＳ３として感光ドラム１及び現像ローラ８の回転開始
にともなって準備前回転のバイアスが印加される。準備前回転では、現像バイアス電源１
０から約－３００Ｖの電圧が印加される。それと同時に電位差５００Ｖに対応するように
ブレードバイアス電源１１から約－８００Ｖの電圧がそれぞれ印加される（Ｓ３）。
【００６５】
　ステップＳ３において、現像ローラ８等の回転開始当初は、まだ画像を描き出す前の準
備回転の時間であり、非画像形成時である。転写紙Ｐ上の画像に影響を及ぼさない時間で
ある非画像形成時に、現像ブレード９に－８００Ｖを、現像ローラ８には－３００Ｖを印
加する。即ち、負帯電性の粒子（トナー及び外添剤）にとって現像ブレード９側から現像
ローラ８側へ転移可能な電位差が供給されることになる。従って、現像ローラ８の回転開
始直後に現像ブレード９の、従来例に用いた図１２においては現像ローラ８（図１２では
１０３）と現像ブレード９（図１２では１０４）当接部ｃ部から固定端側であるａ部に付
着された負極性外添剤Ｇ１は、本実施例では、現像ローラ８側へ転移される。
【００６６】
　ステップＳ３にて現像ブレード９に－８００Ｖを、現像ローラ８には－３００Ｖを一瞬
印加した後は、現像バイアス電源１０とブレードバイアス電源１１の電圧はほぼ同電位の
－３００Ｖとなり、１枚目の画像形成領域となり画像形成が行われ、画像形成時となる（
Ｓ４）。
【００６７】
　これと同時に、制御手段１４に連結された信号処理回路３２によって１枚目の画像形成
時において形成された感光ドラム１上の静電潜像における画像信号（レーザＯＮ信号）数
つまり露光手段３の発光数が計数（カウント）される。そして、ここから計算された画像
のピクセル数即ち印字率に応じて制御装置１４内のＲＯＭに前もって格納された所定値と
比較して（Ｓ５）、必要な電位差を制御装置１４に戻す。これにより、次の非画像形成時
に印加するブレードバイアス値が決定される（Ｓ６）。
【００６８】
　ここで、本実施例では、信号処理回路３２による、レーザＯＮ信号数のＲＯＭに記憶さ
れた所定値との比較とは、所定の印字率に対する現像バイアスとブレードバイアスとの非
画像形成時における電位差の比較を意味し、この所定値に対する電位差から今回の印字率
に対する電位差を求める。１枚目の印字は低印字率の画像のため、画像形成時との電位差
としては大きい５００Ｖが設定される。そして、この電位差の値をメモリ３１に格納する
（Ｓ７）。
【００６９】
　本実施例では、直接現像バイアスとブレードバイアスの電位差をメモリ３１に格納する
ようにしたが、これに限定されるものでなく、現像バイアスとブレードバイアスの印加電
圧をそのままメモリ３１に格納してもよい。
【００７０】
　画像形成時においては、現像ローラ８及び現像ブレード９の表面電位は略同電位となる
ため、現像ローラ８の回転動作により現像ブレード９の当接部から固定端側（図１２では
ａ部）に、トナー層のもつ電荷によって負極性の外添剤が転移する。
【００７１】
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　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ８）。
【００７２】
　１枚目の画像形成時が終了すると、次の画像形成との間の所謂「紙間」といわれる領域
になる。この紙間において、現像ブレード９に－８００Ｖの電圧が印加される（Ｓ９）。
この現像ブレード９に印加されたバイアスにより、１枚目の画像形成中に現像ブレード９
の当接部から固定端側に付着した負極性外添剤は、現像ローラ８側に転移する。
【００７３】
　この固定端側の負極性外添剤の現像ローラ８への転移は、現像ローラ８が回転している
間に行われていることから、再び現像ブレード９側に負極性外添剤が戻ることはない。
【００７４】
　更に、低印字率の画像出力のため現像ローラ８に担持されているトナーは、現像ブレー
ド９や供給ローラ１２により何回も摩擦帯電されているため、トナーに付着する外添剤は
トナーと強固に付着している。従って、大きな電位差を現像ブレード９と現像ローラ８間
に印加しても正極性外添剤が現像ブレード９の自由端側に付着することはない。
【００７５】
　そして、１枚目の画像形成と同様に２枚目の画像形成が行われる（Ｓ４）。２枚目の画
像形成時も現像バイアス電源１０とブレードバイアス電源１１の電圧はほぼ同電位のバイ
アスが１枚目と同様に印加される（Ｓ４）。２枚目の画像は高印字率のため、あまりトリ
ボの高くない電荷のトナーが現像ローラ８に担持されることになる。このため、高印字率
の場合には現像ブレード９の固定端側にはあまり負極性の外添剤が堆積しない。
【００７６】
　ここで、２枚目の画像形成中に１枚目と同様にドット数に対するレーザＯＮ信号数が計
数される（Ｓ５、Ｓ６）。但し、２枚目の画像形成は高印字率の画像形成のため、現像ブ
レード９と現像ローラ８間の電位差は低く設定される。例として２枚目の印字は高印字率
の画像のため、電位差としては小さい７０Ｖが設定される。そして、この電位差の値をメ
モリ３１に格納する（Ｓ７）。
【００７７】
　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ８）。
【００７８】
　これで画像形成要求がない場合は、２枚目の画像形成が終了したのち次回のプリントの
ための準備後回転になる（Ｓ１０）。
【００７９】
　このときは現像ブレード９に、図１に示すように、電位差が７０Ｖとなるように－３７
０Ｖの電圧が印加される。準備後回転前の画像形成（２枚目）は、高印字率であったため
、あまりトリボの高くない電荷のトナーが供給ローラ１２によって現像ローラ８に担持さ
れることになる。このため、現像ブレード９と現像ローラ８の当接部上流側には、外添剤
が遊離しやすいトナーが近づくことになる。しかし、現像ブレード９と現像ローラ８間の
電位差は７０Ｖと低いため、現像ブレード９と現像ローラ８の当接部上流側に作用する電
界は小さいものとなる。そのため、外添剤が遊離しやすいトナーでも、現像ブレード９の
自由端側先端に正極性の外添剤が固着することはない。又、高印字率の場合には現像ブレ
ード９の固定端側にはあまり負極性の外添剤が堆積しないため、大きい電位差は必要とし
ない。
【００８０】
　この後回転バイアスがＯＮされることによって、現像ブレード９に印加されたバイアス
により、高印字率の画像を出力した場合においても、現像ブレード９の自由端側先端に正
極性の外添剤が固着することはない。
【００８１】
　本実施例においては、印字率の大小で二値的に用いたが、これにとらわれるものでなく
、印字率と電位差のテーブルを用いて、印字率参照後に最適な電位差を印加するようにし
てもよい。
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【００８２】
　そして、準備後回転動作が終了して、現像ローラ８と感光ドラム１の回転が停止する（
Ｓ１１）。
【００８３】
　このように、画像形成される印字率を計数し、印字率が低い場合には画像形成時に現像
ブレード９の当接部から固定端側に付着した負極性外添剤を、非画像形成時に現像ブレー
ド９と現像ローラ８間に電位差を大きく設定して現像ローラ８側に戻すことで、現像ブレ
ード９の融着を防止し、現像ブレード９をリフレッシュすることが可能となる。そして、
印字率が高い場合には非画像形成時に現像ブレード９と現像ローラ８間に電位差を小さく
することで現像ブレード９の自由端先端（図１２でｂ部）に正極性外添剤を堆積させるこ
とがない。
【００８４】
　その結果、低印字率の画像や高印字率の画像を偏って連続出力しても現像ブレード９へ
のトナー融着や固着を防止することが可能となる。
【００８５】
　本実施例では、準備前回転の間、現像バイアス電源１０とブレードバイアス電源１１と
の間には電位差が設けられる。しかし、電位差をつける時間としては、これに限定される
ものでなく、もっと短い時間でも可能である。
【００８６】
　更に、電位差を制御すると同時に、印加する時間を同時に制御することも可能である。
即ち、高印字率の画像の場合は電位差を設ける時間を短くし、低印字率の画像の場合は出
に差を設ける時間を長くする等である。
【００８７】
　又、現像ローラ８と現像ブレード９との間に電位差を生じさせてリフレッシュ動作を行
なう際、現像ローラ８の電位より現像ブレード９の電位のほうが現像剤の帯電極性と同極
性側に大きくすることが必要である。
【００８８】
　本実施例においては、トナー粒子中（１００重量部）に補助粒子を外添した。外添した
補助粒子は負極性外添剤としてシリカを１重量部、正極性外添剤として酸化チタン０．１
重量部を加えた。特に、正極性外添剤を加えた場合には、トナーの流動性の調節、安定し
たトナーへの帯電性付与が可能である。従来例においては、現像ブレード１０４の自由端
先端ｂ部（図１２）に正極性外添剤が付着してしまうため、使用することができなかった
。本実施例においては、現像ブレード９と現像ローラ８間に印加するバイアスを制御でき
るため、正極性外添剤が現像ブレード９の自由端先端に付着することによる画像不良は発
生しない。
【００８９】
　これら外添剤は、トナー粒子１００重量部に対し、０．０１～１０重量部が用いられ、
好ましくは、０．０５～５重量部が用いられる。これら外添剤は、単独で用いても、又、
複数併用しても良い。それぞれ、疎水化処理を行ったものが、より好ましい。
【００９０】
　外添剤の添加量が０．０１重量部未満の場合には、一成分系現像剤の流動性が悪化し、
転写及び現像の効率が低下してしまう。
【００９１】
　一方、外添剤の量が１０重量部を越える場合には、過多な外添剤が感光ドラム１や現像
ローラ８に付着してトナーへの帯電性を悪化させたり、画像を乱したりする。
【００９２】
　以上に説明したように、非画像形成時の少なくとも一部において、現像ローラ８と現像
ブレード９に作用する電位差を、画像情報に応じて変化させることで、現像ブレード９へ
のトナー付着・堆積・融着を防ぎ、画像濃度低下及び縦スジを防止することが可能となる
。
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【００９３】
　即ち、例えば、図２に示されるような現像バイアス及びブレードバイアスの制御を実施
することで、つまり、本発明の画像形成装置においては、現像ローラ８である現像剤担持
体の回転中における、現像ローラ８と現像ブレード９である現像剤規制部材との電位関係
が、画像形成時には略同電位となり、非画像形成時の少なくとも一部においては所定の電
位差を有するように制御するので、非画像形成時において、現像ブレード９に付着した外
添剤を除去し、現像ブレード９がリフレッシュされる。
【００９４】
　そして、現像ブレード９をリフレッシュするバイアスを、画像形成する印字率によって
制御することで、高印字率の画像を連続出力した場合におけるトナーの固着を防止できる
。
【００９５】
　即ち、例えば、本実施例においては、毎プリント時において、画像形成時に略同電位に
して現像ブレード９の現像ローラ８との当接部より固定端側（図１２ではａ部）に付着し
た負極性外添剤を、非画像形成時に現像ローラ８側に転移させ、現像ブレード９をリフレ
ッシュすることで、現像ブレード８へのトナーの融着を防止でき、この現像ブレード９を
リフレッシュするバイアスを画像の印字率に応じて変化させることで、特に高印字率の場
合においても、現像ブレード９の現像ローラ８との当接部より自由端側（図１２ではｂ部
）におけるトナーの固着を防止できる。
【００９６】
　又、このリフレッシュ動作は非画像形成時の短時間に行われるため、たとえ現像ブレー
ド９の自由端先端に反転トナーや正極性外添剤が付着したとしても、画像形成時にはトナ
ー層の電位により現像ローラ８側へ戻るように作用するので、同様現像ブレード８に外添
剤が累積して堆積することはなく、縦スジや濃度低下等の画像不良を発生させることはな
い。
【００９７】
　特に、本発明においては、非画像形成時に現像ローラ８と現像ブレード９との間に電位
差を作用させる場合、現像ローラ８が回転していることが重要である。なぜなら、現像ロ
ーラ８の回転が停止した状態で電位差を作用させても再付着する場合があるためである。
現像ローラ８が回転していることで現像ローラ８側に戻した正極性外添剤を現像ブレード
９と現像ローラ８との当接部で現像ローラ８の回転方向下流側部である固定端側（図１２
でａ部）から遠ざけることが可能となり、再付着を防ぐこととなる。
【００９８】
　尚、非画像形成時に現像ローラ８と現像ブレード９に作用させる電位差については、６
０Ｖ～５００Ｖであることが望ましい。これは、６０Ｖ以下であると現像ブレード９に付
着した負極性外添剤を現像ローラ８側に転移しにくくなり、現像ブレード９の融着を防止
する効果が得られにくいためである。又、５００Ｖ以下としているのは、これ以上になる
と現像ローラ８と現像ブレード９間で放電が発生しやすくなることと、現像ブレード９と
現像ローラ８間に流れる電流が大きくなってしまい、高容量の電源が必要となるからであ
る。
【００９９】
　又、本発明においては、トナーに外添される補助粒子として、複数の補助粒子を使用す
ることが可能である。特に、補助粒子の一つにトナーの極性と逆極性の外添剤（正極性）
を用いることで、現像ローラ８の回転動作と相まって、現像ブレード９に付着した負極性
外添剤を擦り落とすことも可能となる。更に、過度のチャージアップも抑制することがで
きる。
【０１００】
　又、少なくとも現像手段を画像形成装置本体に着脱自在なカートリッジとして構成する
ことが好ましい。この場合、現像手段のみをカートリッジ化した現像カートリッジとして
もよいが、実施例２に説明する図４に示す画像形成装置のように、現像手段に加えて像担
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持体・帯電手段・クリーニング手段などを一体化したプロセスカートリッジとするのが更
に好適である。これにより、トナー補給や寿命を過ぎた現像器の交換等、諸々メンテナン
ス作業に係わる使用者の労力を軽減し、簡単な操作で安定した出力画像が得られるように
なる。
【０１０１】
　実施例２
　本発明の画像形成装置は、実施例１に説明した図１に示す構成の画像形成装置と同様に
、画像形成工程における現像工程において現像ローラ８と現像ブレード９との間にトナー
に帯電性を付与する現像器４を有する構成であり、現像ローラ８と現像ブレード９の電位
関係を、画像形成時には各々略同電位とし、少なくとも非画像形成時の一部において所定
の電位差を有するように制御することを特徴としている。このように本発明の画像形成装
置では、非画像形成時において、現像ローラ８と現像ブレード９との間に電位差を発生さ
せ、現像ブレード９に付着した外添剤を除去し、現像ブレード９をリフレッシュすること
（リフレッシュ動作）により、画像薄や縦スジの発生を防止するものである。
【０１０２】
　そして、更に、本実施例においては、図４に示される本実施例の画像形成装置の全体構
成から分かるように、現像ローラ８と現像ブレード９へのバイアスを単一の電圧印加手段
１６により印加し、画像形成時に現像ローラ８と現像ブレード９とを略同電位とし、非画
像形成時に印加電圧を変化させて現像ローラ８と現像ブレード９の電位を変動させる際、
遅延制御手段１７により現像ブレード９の電位変動を現像ローラ８の電位変動に対して遅
延させるように制御（遅延制御）し、そのことにより、現像ローラ８と現像ブレード９と
の間に電位差を発生させることを特徴としている。尚、本実施例では、各画像形成手段の
構成とその画像形成動作に関しては、現像バイアスやブレードバイアスの電源の構成以外
は図１に示されるものと同様の手段、部材が使用されている。
【０１０３】
　即ち、電源回路では比較的高価なトランス及びトランスに付随する回路系を安価な遅延
回路に置き換えることが可能となるため、電源回路のコストを低く抑えることが可能とな
る。
【０１０４】
　更に、出力された画像情報により、遅延制御手段１７によって発生させる電位差を制御
することで、低印字率の画像や高印字率の画像を偏って連続出力しても現像ブレード９へ
のトナー融着や固着を防止することが可能となる。
【０１０５】
　このように該画像形成装置では、単一の電圧印加手段１６で現像ローラ８と現像ブレー
ド９との間に電位差を生じさせることができるので、簡易な構成で画像薄や縦スジの発生
を防止できる。
【０１０６】
　従って、実施例１と比べて別電源を必要とすることないため、安価に本発明を実施する
ことが可能となる。
【０１０７】
　又、現像ローラ８と現像ブレード９との間に電位差を生じさせてリフレッシュ動作を行
なう際は、実施例１同様に、現像ローラ８の電位より現像ブレード９の電位のほうを現像
剤の帯電極性と同極性側に大きくする。
【０１０８】
　即ち本実施例においても、プリント毎の画像形成時に現像ローラ８と現像ブレード９と
の間の電位関係を略同電位にして現像ブレード９に付着した負極性外添剤を、非画像形成
時に現像ローラ８側に転移させて現像ブレード９をリフレッシュすることで、現像ブレー
ド９へのトナーの固着および融着を防止する。
【０１０９】
　このリフレッシュ動作は、本実施例においては、非画像形成時、即ち転写紙Ｐ上の余白
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領域に相当する部分が現像に供されている時間、画像形成前の準備前回転時、画像形成終
了後の準備後回転時、紙間等にて、例えば現像ローラ８に－３００Ｖが印加されている場
合には現像ブレード９に－３００Ｖより大きい電圧（例えば、－３６０Ｖ～－９００Ｖ等
）を短時間印加する。即ちインパルス的に変化させる電圧であり、以下「インパルス電圧
」と称す。このインパルス電圧を印加することで、その後、現像ブレード９と現像ローラ
８との間に電位差を発生させる。そして、電位差は画像形成時に付着した負極性外添剤を
現像ローラ８側に戻すように作用する。この時に、インパルス的に変化させる動作とは、
画像形成時よりも現像剤の帯電極性と同方向に大きく、１５ｍｓｅｃ～２０ｍｓｅｃ程度
の短時間だけ電圧を印加する動作をいう。
【０１１０】
　尚、該電圧を２０ｍｓｅｃ以上印加しても良いが、この印加時間が長くなりすぎると紙
間や前回転等を長く取らなければならず、スループットの低下につながるので、２０ｍｓ
ｅｃ以下とするのが望ましい。又、該印加時間を１５ｍｓｅｃ以下としても良いが、電源
の応答性の遅れから、１５ｍｓｅｃより短くしすぎると目的の電圧を得るのが難しくなっ
てくるので、１５ｍｓｅｃ以上とするのが望ましい。
【０１１１】
　インパルス電圧を制御することで、非画像形成時における現像ブレード９に接続された
遅延手段によって生じる現像ローラ８と現像ブレード９との間の電位差を制御することが
できる。
【０１１２】
　従って、本実施例においても、画像情報に応じてインパルス電圧を制御することで、現
像ブレード９と現像ローラ８との間に発生する電位差を制御し、現像ブレード９へのトナ
ー融着及び固着を防止できる。
【０１１３】
　非画像形成時に現像ローラ８と現像ブレード９に作用させる電位差については、６０Ｖ
以上であれば良く、望ましくは６０Ｖ以上７００Ｖ以下、更に好ましくは６０Ｖ以上５０
０Ｖ以下であると良い。これは、６０Ｖ以下であると現像ブレード９に付着した負極性外
添剤を現像ローラ８側に転移することができず、現像ブレード９の融着を防止する効果が
得られなくなってくるためである。
【０１１４】
　又、電位差が大きければ効果も大きくなるため、上限は定めないが、現像ローラ８と現
像ブレード９との間でのリーク（絶縁破壊）の許容限界が実質的な上限となる。しかし、
単一の電圧印加手段であり、蓄積される電荷も大きくないため、７００Ｖの電位差が発生
してもリークすることがなかった。尚、電位差としては、７００Ｖであれば充分に、本発
明の目的の達成は可能である。更に、好ましくは５００Ｖ以下としたのは、５００Ｖ以上
になると現像ローラ８と現像ブレード９間において放電が開始され易いためである。
【０１１５】
　ここで、本実施例における具体的な画像形成動作について、図５と図６を用いて説明す
る。
【０１１６】
　本実施例の画像形成装置は、像担持体である感光ドラム１の被露光部にトナーを付着さ
せて可視化する反転現像系であり、負帯電トナーを担持した現像ローラ８を感光ドラム１
に当接させて現像を行う一成分画像形成装置である。
【０１１７】
　本実施例では、図４の画像形成装置の全体構成図に示すように、プロセスカートリッジ
Ｈとして、少なくとも感光ドラム１と現像器４である現像手段が一体化され、画像形成装
置本体に対して着脱自在とし、その消耗度合いにより交換が可能となっている。本実施例
ではプロセスカートリッジＨには、感光ドラム１と現像器４の他に、帯電ローラ２、クリ
ーニング手段６を包含している。
【０１１８】
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　制御装置（制御手段）１４は、現像ローラ８の回転駆動の制御、並びに現像バイアス接
点１９及びブレードバイアス接点２０へ供給する電圧値等の制御を行う。又、画像情報の
処理を行う演算回路３０からの結果を受けて、インパルス電圧の制御をも行う。
【０１１９】
　本実施例では、単一電圧印加手段としての高圧電源１６が備えられ、現像バイアス接点
１９、ブレードバイアス接点２０を介して現像ローラ８及び現像ブレード９へ電圧供給を
行う。
【０１２０】
　高圧電源１６内には、遅延制御手段１７が配され、現像バイアス接点１９から分岐され
、ブレードバイアス接点２０へ供給される電圧の遅延制御を行っている。
【０１２１】
　この遅延制御手段１７は、ダイオードＤ１、抵抗Ｒ１、コンデンサＣ１から構成され、
本実施例においては、Ｒ１：１００ＭΩ、Ｃ１：２２００ｐＦとした。
【０１２２】
　この制御装置１４による現像バイアス及びブレードバイアスの制御について、図５、図
６を用いて説明する。図５は、図２同様にして示した、本実施例による画像形成動作にお
ける各画像形成手段の動作シーケンスを示すタイミングチャートである。ここでは、２枚
を連続プリントした場合を示す。図６は、これらによるフローチャートを示す。ここでは
、制御動作をステップＳ２１～Ｓ３３にて示し、新品の現像器に近い状態で、前回の画像
形成は低印字率（印字率約１％）の画像が形成され、今回の１枚目に中印字率の画像（印
字率約３０％）を、２枚目に高印字率の画像（印字率約６０％）を出力した場合について
説明する。本実施例では、下記に説明するように、図６に示すフローチャートによる画像
形成動作に従って、バイアス制御を実施し、その結果、図５に示されるような現像バイア
ス及びブレードバイアスのバイアス制御が実施される。
【０１２３】
　ここで、インパルス電圧を印加するときには、感光ドラム１と現像ローラ８が離間され
ていることが望ましい。理由としては、感光ドラム１と現像ローラ８が当接しているとき
に、インパルス電圧を印加すると、現像ローラ８上のトナーが感光ドラム１に現像してし
まう場合があるからである。離間できない場合は、感光ドラム１上の表面電位をあらかじ
め高くしておくとよい。
【０１２４】
　図６に示すフローチャートに従って、ステップＳ２１にて不図示のパーソナルコンピュ
ータ等からプリント出力の要請を待つ。画像形成の要求があると、ステップＳ２２に進み
、前回のインパルス電圧値をメモリ３１から読み込む。前回の画像形成が低印字率のため
、例えばインパルス電圧値として－８００Ｖが選択されたとする。
【０１２５】
　読み込みが終了すると、ステップＳ２３にて感光ドラム１及び現像ローラ８の回転開始
にともなって準備前回転のインパルス電圧（－８００Ｖ）が現像バイアスが接点１９及び
ブレードバイアス接点２０に印加される。
【０１２６】
　インパルス電圧が現像ローラ８と現像ブレード９にそれぞれ約－８００Ｖの電圧が印加
されると同時に、ブレードバイアス接点２０には約－８００Ｖの電圧が印加される。即ち
、現像バイアス接点１９及びブレードバイアス接点２０に供給される電圧について、立ち
上がりはほぼ同時のタイミングで立ち上がる。
【０１２７】
　約２０ｍｓｅｃ後に、ステップＳ２４にて、画像形成時に印加されたインパルス電圧に
よって所定電圧（―３００Ｖ）に現像バイアスが下げられる。現像バイアス接点１９及び
ブレードバイアス接点２０に供給される電圧が立ち下がるときには、現像バイアス接点１
９に供給される電圧はすぐに立ち下がるが、ブレードバイアス接点２０については、図５
に示されるように、遅延制御手段１７のＲ１とＣ１により時定数をもって立ち下がること
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になる。
【０１２８】
　このように現像ローラ８に印加される電圧はすぐ立ち下がり、現像ブレード９に印加さ
れる電圧は除々に降下するため、現像ローラ８と現像ブレード９間には、電位差が発生す
ることとなる。従って、現像ローラ８と現像ブレード９間には、最大５００Ｖの電位差が
生じることになる。そして、最大５００Ｖの電位差は時間経過に従って小さくなっていく
。
【０１２９】
　そして、この電位差は現像ブレード９の当接部から固定端側に付着した負極性の外添剤
を、現像ローラ８側に転移させるように作用する。その結果、現像ブレード９表面に付着
する負極性外添剤をリフレッシュすることになる。現像ローラ８が回転している間に行わ
れていることから、再び現像ブレード９側に負極性外添剤が戻ることはない。
【０１３０】
　そして、ステップＳ２５にて現像ローラ８が感光ドラム１に当接され、現像バイアス接
点１９とブレードバイアス接点２０の電圧が略同電位の－３００Ｖの状態で、現像ローラ
８との当接部における感光ドラム１表面が１枚目の画像形成領域となり画像形成が行われ
、画像形成時となる。これと同時に、形成画像のドット数に対するレーザＯＮ信号つまり
露光手段３の発光数が計数される。そして、計算された画像のピクセル数に応じて制御装
置１４内のＲＯＭに格納された所定値と比較して（Ｓ２６）、必要な電位差を制御装置１
４に戻す。これにより、次の非画像形成時に印加するインパルス電圧値が決定される（Ｓ
２７）。例として、１枚目の印字は中印字率の画像のため、電位差としては３００Ｖが設
定される。即ち、インパルス電圧としては、－６００Ｖが設定される。
【０１３１】
　そして、このインパルス電圧と総出力枚数の計数の値をメモリ３１に格納する（Ｓ２８
）。
【０１３２】
　この画像形成時は、現像ローラ８及び現像ブレード９が略同電位であるため、現像ロー
ラ８の回転動作により現像ブレード９の当接部から固定端側に、トナー層のもつ電荷によ
って負極性の外添剤が転移する。しかしながら、反転トナーや正極性外添剤等が現像ブレ
ード９に付着することはない。
【０１３３】
　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ２９）。
【０１３４】
　１枚目の画像形成時が終了すると、次の画像形成との間の所謂「紙間」といわれる領域
になる。この紙間において、まず現像ローラ８が感光ドラム１から離間された後、現像バ
イアスにインパルス電圧（－６００Ｖ）が印加される（Ｓ３０）。約２０ｍｓｅｃの間、
－６００Ｖが現像ローラ８と現像ブレード９に印加された後、ステップＳ２４にて現像バ
イアスが所定値（－３００Ｖ）に戻る。
【０１３５】
　バイアス接点１９及びブレードバイアス接点２０に供給される電圧が立ち下がるときに
は、現像バイアス接点１９に供給される電圧はすぐに立ち下がるが、図５に示されるよう
に、ブレードバイアス接点２０については、遅延制御手段１７のＲ１とＣ１により時定数
をもって立ち下がることになる。
【０１３６】
　このように現像ローラ８に印加される電圧はすぐ立ち下がり、現像ブレード９に印加さ
れる電圧は除々に降下するため、現像ローラ８と現像ブレード９間には、電位差が発生す
ることとなる。従って、現像ローラ８と現像ブレード９間には、最大３００Ｖの電位差が
生じることになる。そして、最大３００Ｖの電位差は時間経過に従って小さくなっていく
。
【０１３７】
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　これによって、前の画像形成（中印字率）によって現像ブレード９の固定端側に付着し
た負極性外添剤を現像ローラ８側に戻す。その結果、現像ブレード９表面に付着する負極
性外添剤をリフレッシュすることになる。現像ローラ８が回転している間に行われている
ことから、再び現像ブレード９側に負極性外添剤が戻ることはない。
【０１３８】
　本実施例において、遅延制御手段１７の電圧降下の速度は、主にＣ１に蓄積される電荷
によって決められる。しかし、現像ローラ８が回転して現像ブレード９やトナーと摺擦す
ることで、現像ブレード９からは負電荷が供給される。従って、実際の遅延制御手段１７
による電圧降下はＲ１とＣ１の時定数より短いものとなる。本実施例では、約９００ｍｓ
ｅｃの時間で現像ローラ８と現像ブレード９の電位差がほぼ０となっていた。尚、本実施
例において紙間は、１ｓｅｃとしているので、この紙間中に上記遅延制御による電位差を
現像ローラ８と現像ブレード９との間に与え、充分にリフレッシュ動作を行うことが可能
である。
【０１３９】
　よって、現像ブレード９のリフレッシュ動作が行われた後で、再び現像ローラ８が感光
ドラム１に当接され、２枚目の画像形成が行われる（Ｓ２５）。ここでも１枚目と同様に
、画像形成時においては、前述同様に負極性外添剤が現像ブレード９の当接部から自由端
先端に付着堆積していく。これと同時に、画像形成時のドット数及び総出力枚数が計数さ
れる。
【０１４０】
　そして、計算された画像のピクセル数に応じて制御装置１４内のＲＯＭに格納された所
定値と比較して（Ｓ２６）、必要な電位差を制御装置１４に戻す。これにより、次の非画
像形成時に印加するインパルス電圧値が決定される（Ｓ２７）。例として２枚目の印字は
高印字率の画像のため、電位差としては７０Ｖが設定される。即ち、インパルス電圧とし
ては、－３７０Ｖが設定される。そして、このインパルス電圧と総出力枚数の計数の値を
メモリ３１に格納する（Ｓ２８）。
【０１４１】
　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ２９）。
【０１４２】
　そして２枚目の画像形成が終了し、次回のプリントのための準備後回転になる時に、感
光ドラム１から現像ローラ８が離間される。そして、インパルス電圧（－３７０Ｖ）が現
像ローラ８と現像ブレード９に印加される（Ｓ３１）。前述と同様に約２０ｍｓｅｃの間
、－３７０Ｖが現像ローラ８と現像ブレード９に印加された後、現像バイアスが所定値（
－３００Ｖ）に戻る（Ｓ３２）。
【０１４３】
　このときも紙間と同様に現像ブレード９に印加される電圧の遅延制御が行われ、現像ロ
ーラ８と現像ブレード９間に電圧差が発生する。ただし、インパルス電圧が低いため、遅
延制御手段１７のコンデンサＣ１に蓄えられた容量は小さくなり、発生する電位差は小さ
く、且つ、印加時間も短くなる。
【０１４４】
　そのため、高印字率の場合には、現像ブレード９の固定端側に付着した負極性外添剤を
現像ローラ８に戻す作用が小さいかわりに、自由端側に正極性外添剤や反転トナーを転移
させる作用も小さくなる。又、高印字率においては、現像ブレード９の固定端側に負極性
外添剤が堆積する作用は小さいため、現像ブレード９に融着して問題になることはない。
【０１４５】
　そして、準備後回転動作が終了して、現像ローラ８と感光ドラム９の回転が停止する（
Ｓ３３）。
【０１４６】
　このように、本実施例では、画像形成時に現像ブレード９の当接部から固定端側に付着
した負極性外添剤を、非画像形成時に現像ブレード９と現像ローラ８との間に所定の電位
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差（遅延制御により漸減する電位差）を生じさせて負極性外添剤を現像ローラ８に戻すこ
とで、現像ブレード９をリフレッシュすることが可能となる。そして、画像情報に応じて
該電位差を可変するもとになるインパルス電圧を制御することで、現像ブレード９へのト
ナー付着・堆積・融着を防ぎ、画像濃度不良及び縦スジを防止することが可能となる。
【０１４７】
　尚、現像ブレード９と現像ローラ８との間に所定の電位差を生じさせるタイミングとし
て、非画像形成時としているのは、画像形成時に該両部材間に電位差を生じさせると、現
像ローラ８上に規制されるトナー担持量が変化してしまい、画像上で濃度の段差が発生す
るためである。
【０１４８】
　尚、本実施例では、画像形成要素のうち、比較的消耗の激しい、トナーを含む現像手段
を、画像形成装置本体Ｈに着脱可能なカートリッジとすることで、諸々のメンテナンス作
業に係わる使用者の労力軽減を図った。しかし、必ずしも図４に示すようなプロセスカー
トリッジの構成でなくともよく、現像器４のみカートリッジとしたものでも良い。
【０１４９】
　更に、本実施例においては、電圧の遅延制御手段１７を画像形成装置の高圧電源１６内
に設けたがこれに限定されるものでなく、現像ブレード８の電位を制御できれば、具体的
には電圧を印加する回路内にあれば、高圧電源１６と別体で構成しても良く、例えばカー
トリッジＨ内に備えることも可能である。
【０１５０】
　実施例３
　本実施例においては、出力された画像情報により、上記遅延制御手段によって発生させ
る電位差を制御することで、低印字率の画像や高印字率の画像を偏って連続出力しても現
像ブレードへのトナー融着や固着を防止することは実施例２と同様である。
【０１５１】
　本実施例では、更に現像器４による画像形成枚数を計数することで、電位差の制御をよ
り確実にして、耐久を通じて良好な状態を保つことが可能となる。
【０１５２】
　図７に、本実施例の画像形成装置の全体構成を示す。本実施例の画像形成装置は、図１
を用いて説明した実施例１と同様の画像形成動作を実施し、プロセスカートリッジＨが設
けられ、現像バイアス及びブレードバイアスのバイアス印加構成以外は図１に示した画像
形成装置とほぼ同様の構成である。即ち、像担持体である感光ドラム１の被露光部にトナ
ーを付着させて可視化する反転現像系であり、負帯電トナーを担持した現像ローラ８を像
担持体に当接させて現像を行う一成分画像形成装置である。
【０１５３】
　ここで、本実施例において、枚数計数手段３３が設けられ、現像器４の画像形成枚数即
ち総出力枚数を計数する。計数結果については、インパルス電圧値の演算に反映される。
【０１５４】
　図８は、枚数計数手段３３による本実施例における現像器４の総出力枚数による制御を
説明する図であり、複数の総出力枚数における印字率とインパルス電圧との関係をグラフ
として示されている。ここに示されるように、実施例２と同様に画像の印字率によりイン
パルス電圧値が決められ、印字率が高くなるとインパルス電圧を低く設定する。即ち、非
画像形成時における電位差が印字率が低い時は高く、印字率が高い時は低く設定される。
【０１５５】
　ここに示されるように、総出力枚数が少ない場合（図８における曲線ｅ）に比べて、総
出力枚数が多い場合（図８における曲線ｆ）は、印字率に対するインパルス電圧が高い。
つまり、総出力枚数が多くなるに従って、印字率に対するインパルス電圧が高くなるよう
に設定されている。
【０１５６】
　このように設定する理由は、トナーからの外添剤の遊離が出力枚数が多くなるに従って
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減少していき、逆にトナーの劣化によるブレード９へのトナー融着の度合いが大きくなる
からである。
【０１５７】
　ここで制御装置１４による、枚数計数手段３３に応じた現像バイアス及びブレードバイ
アスの制御について、図９、図１０を用いて説明する。図９は、図２、図６同様にして示
した、本実施例による画像形成動作における各画像形成手段の動作シーケンスを示すタイ
ミングチャートである。ここでは、２枚を連続プリントした場合を示す。図１０は、これ
らによるフローチャートを示す。ここでは、制御動作をステップＳ５１～Ｓ６３に示し、
新品の現像器に近い状態で、前回の画像形成は低印字率（印字率約１％）の画像が形成さ
れ、今回の１枚目に中印字率の画像（印字率約３０％）を、２枚目に高印字率の画像（印
字率約６０％）を出力した場合について説明する。本実施例でも、下記に説明するように
、図１０に示すフローチャートに従った、待機状態から工程（ステップ）Ｓ５１～Ｓ６３
における画像形成動作に従って、バイアス制御を実施し、その結果、図９に示されるよう
な現像バイアス及びブレードバイアスのバイアス制御が実施される。そして、更に、本実
施例では、実施例２と比較して２０００枚時点でのシーケンスについて述べる。
【０１５８】
　図１０において、不図示のパーソナルコンピュータ等からプリント出力の要請を待つ（
Ｓ５１）。画像形成の要求があると、前回のインパルス電圧値をメモリ３１から読み込む
（Ｓ５２）。前回の画像形成が低印字率のため、例えばインパルス電圧値として－８００
Ｖが選択されたとする。
【０１５９】
　読み込みが終了すると、感光ドラム１及び現像ローラ８の回転開始にともなって準備前
回転のインパルス電圧（－８００Ｖ）が現像バイアスが接点１９及びブレードバイアス接
点２０に印加される（Ｓ５３）。インパルス電圧が現像ローラ８と現像ブレード９にそれ
ぞれ約－８００Ｖの電圧が印加されると同時に、ブレードバイアス接点２０には約－８０
０Ｖの電圧が印加される。即ち、現像バイアス接点１９及びブレードバイアス接点２０に
供給される電圧について、立ち上がりはほぼ同時のタイミングで立ち上がる。
【０１６０】
　印加されたインパルス電圧が約２０ｍｓｅｃ後に画像形成時の現像ローラに印加する所
定電圧（―３００Ｖ）に現像バイアスが下げられる（Ｓ５４）。現像バイアス接点１９及
びブレードバイアス接点２０に供給される電圧が立ち下がるときには、現像バイアス接点
１９に供給される電圧はすぐに立ち下がるが、ブレードバイアス接点２０については、遅
延制御手段１７のＲ１とＣ１により時定数をもって立ち下がることになる。
【０１６１】
　このように現像ローラ８に印加される電圧はすぐ立ち下がり、現像ブレード９に印加さ
れる電圧は除々に降下するため、現像ローラ８と現像ブレード９間には、電位差が発生す
ることとなる。従って、現像ローラ８と現像ブレード９間には、最大５００Ｖの電位差が
生じることになる。そして、最大５００Ｖの電位差は時間経過に従って小さくなっていく
。
【０１６２】
　そして、現像ローラ８が感光ドラム１に当接される。
【０１６３】
　現像バイアス接点１９とブレードバイアス接点２０の電圧が略同電位の－３００Ｖの状
態で、１枚目の画像形成領域となり画像形成が行われる（画像形成時）。
【０１６４】
　これと同時に、画像形成時のドット数及び総出力枚数が計数される（Ｓ５５）。そして
、計算された画像のピクセル数及び現在の総出力枚数に応じて制御装置１４内のＲＯＭに
格納された所定値と比較して（Ｓ５６）、必要な電位差を制御装置１４に戻す。これによ
り、次の非画像形成時に印加するインパルス電圧値が決定される（Ｓ５７）。
【０１６５】
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　ここでは、次の非画像形成時のインパルス電圧値は、図８のグラフの曲線ｅに示される
状況のように現像器４が初期に近い場合は、図９のブレードバイアスチャートｅに示され
るように、実施例２と同様に３００Ｖのインパルス電圧が印加される。しかし、図８のグ
ラフの曲線ｆに示される状況のように出力枚数が２０００枚と多い場合には、図９のブレ
ードバイアスチャートｆに示すように、電位差としては５００Ｖが設定される。即ち、イ
ンパルス電圧としては、－８００Ｖが設定される。
【０１６６】
　そして、このインパルス電圧と総出力枚数の計数の値をメモリ３１に格納する（Ｓ５８
）。
【０１６７】
　この画像形成時は、現像ローラ８及び現像ブレード９が略同電位であるため、現像ロー
ラ８の回転動作により現像ブレード９の当接部から固定端側に、トナー層のもつ電荷によ
って負極性の外添剤が転移する。しかしながら、反転トナーや正極性外添剤等が現像ブレ
ードに付着することはない。
【０１６８】
　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ５９）。
【０１６９】
　１枚目の画像形成時が終了すると、次の画像形成との間の所謂「紙間」といわれる領域
になる。この紙間において、まず現像ローラ８が感光ドラム１から離間された後、現像バ
イアスにインパルス電圧（－８００Ｖ）が印加される（Ｓ６０）。約２０ｍｓｅｃの間、
－８００Ｖが現像ローラ８と現像ブレード９に印加された後、現像バイアスが所定値（－
３００Ｖ）に戻る（Ｓ５４）。
【０１７０】
　バイアス接点１９及びブレードバイアス接点２０に供給される電圧が立ち下がるときに
は、現像バイアス接点１９に供給される電圧はすぐに立ち下がるが、ブレードバイアス接
点２０については、遅延制御手段１７のＲ１とＣ１により時定数をもって立ち下がること
になる。
【０１７１】
　このように現像ローラ８に印加される電圧はすぐ立ち下がり、現像ブレード９に印加さ
れる電圧は除々に降下するため、現像ローラ８と現像ブレード９間には、電位差が発生す
ることとなる。従って、現像ローラ８と現像ブレード９間には、最大５００Ｖの電位差が
生じることになる。そして、最大５００Ｖの電位差は時間経過に従って小さくなっていく
。これによって、前の画像形成（中印字率）によって現像ブレード９の固定端側に付着し
た負極性外添剤を現像ローラ８側に戻す。その結果、現像ブレード９表面に付着する負極
性外添剤をリフレッシュすることになる。現像ローラ８が回転している間に行われている
ことから、再び現像ブレード９側に負極性外添剤が戻ることはない。
【０１７２】
　つまり、現像器４が初期状態に近い場合は、中印字率ではインパルス電圧を抑制して、
現像ローラ８と現像ブレード９との間の電位差を低くすることで、初期状態におきやすい
外添剤の遊離によるブレード固着を防止する。総出力枚数が増えていった場合にはブレー
ド融着を防止するようにインパルス電圧を大きくして、ブレード融着を防止することが可
能となる。
【０１７３】
　そして、現像ローラ８が感光ドラム１に当接され、２枚目の画像形成が行われる。画像
形成時においては、前述同様に負極性外添剤が現像ブレード９の当接部から固定端に付着
堆積していく。但し、２枚目の印字は高印字率の画像のため付着量としては極微量である
。これと同時に、画像形成時のドット数及び総出力枚数が計数される（Ｓ５５）。そして
、計算された画像のピクセル数及び現在の総出力枚数に応じて制御装置１４内のＲＯＭに
格納された所定値と比較して（Ｓ５６）、必要な電位差を制御装置１４に戻す。これによ
り、次の非画像形成時に印加するインパルス電圧値が決定される（Ｓ５７）。例として２
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枚目の印字は高印字率の画像のため、電位差としては３００Ｖが設定される。即ち、イン
パルス電圧としては、－６００Ｖが設定される。そして、このインパルス電圧と総出力枚
数の計数の値をメモリ３１に格納する（Ｓ５８）。
【０１７４】
　ここでも、現像器４が初期状態に近い場合は、高印字率ではインパルス電圧を抑制して
、現像ローラ８と現像ブレード９間の電位差を低くすることで、初期状態におきやすい外
添剤の遊離によるブレード固着を防止する。総出力枚数が増えていった場合にはブレード
融着を防止するようにインパルス電圧を大きくして、ブレード融着を防止することが可能
となる。
【０１７５】
　そして、次の画像形成要求があるかどうか確認する（Ｓ５９）。
【０１７６】
　そして２枚目の画像形成が終了し、次回のプリントのための準備後回転になる時に、感
光ドラム１から現像ローラ８が離間される。そして、インパルス電圧（－６００Ｖ）が現
像ローラ８と現像ブレード９に印加される（Ｓ６１）。前述と同様に約２０ｍｓｅｃの間
、－６００Ｖが現像ローラ８と現像ブレード９に印加された後、現像バイアスが所定値（
－３００Ｖ）に戻る（Ｓ６２）。
【０１７７】
　そして準備後回転動作が終了して、現像ローラと感光ドラムの回転が停止する（Ｓ６３
）。
【０１７８】
　このように、本実施例では、画像形成時に現像ブレード９の当接部から固定端側に付着
した負極性外添剤を、非画像形成時に現像ブレード９と現像ローラ８との間に所定の電位
差（遅延制御により漸減する電位差）を生じさせて負極性外添剤を現像ローラ８に戻すこ
とで、現像ブレード９をリフレッシュすることが可能となる。そして、画像情報及び総出
力枚数に応じて該電位差を可変するもとになるインパルス電圧を制御することで、出力枚
数に関係なく現像ブレード９へのトナー付着・堆積・融着を防ぎ、画像濃度不良及び縦ス
ジを防止することが可能となる。
【０１７９】
　本実施例では、インパルス電圧により現像ローラ８と現像ブレード９との間の電位差を
制御したが、ＣＲ回路の時定数を用いていることから、制御としてコンデンサの容量（Ｃ
）や抵抗（Ｒ）を可変にして制御することも可能である。
【０１８０】
　尚、本実施例においては、現像器４による画像形成枚数を、非画像形成時の現像バイア
スとブレードバイアスとの電位差を制御する条件に加えたが、環境条件等の他の条件を加
えることもできる。
【０１８１】
　又、本明細書においては、単色のみの現像器を用いて説明したが、これにこだわるもの
ではない。もちろん複数の現像器を用いたカラー画像形成装置においても適用可能である
。
【０１８２】
　更に、現像器として接触現像方式を用いたが、弾性現像ローラを用いた非接触現像方式
においても適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１８３】
【図１】本発明に係る画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本発明に係る画像形成動作の一例を示すタイミングチャートである。
【図３】本発明に係る画像形成動作の一例を示すフローチャートである。
【図４】本発明に係る画像形成装置の他の例を示す概略構成図である。
【図５】本発明に係る画像形成動作の他の例を示すタイミングチャートである。
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【図６】本発明に係る画像形成動作の他の例を示すフローチャートである。
【図７】本発明に係る画像形成装置の他の例を示す概略構成図である。
【図８】本発明に係る画像形成枚数による単一電圧手段による印加電圧値と印字率との関
係を示すグラフである。
【図９】本発明に係る画像形成動作の他の例を示すタイミングチャートである。
【図１０】本発明に係る画像形成動作の他の例を示すフローチャートである。
【図１１】従来の画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図１２】現像剤規制部材におけるトナーの外添剤の固着や融着が発生する現象を説明す
る図である。
【符号の説明】
【０１８４】
　１　　感光ドラム（像担持体）
　４　　現像器（現像手段）
　８　　現像ローラ（現像剤担持体）
　９　　現像ブレード（現像剤規制部材）
　１０　現像バイアス電源（第１の電圧印加手段）
　１１　ブレードバイアス電源（第２の電圧印加手段）
　１４　制御装置（制御手段）
　１６　高圧電源（単一電圧印加手段）
　１７　遅延制御手段
　３１　メモリ
　３２　信号処理回路
　３３　枚数計数手段
　Ｈ　　プロセスカートリッジ（カートリッジ）

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】
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